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序　　　文

タイは、第 7 次国家保健開発計画（平成 4 年～平成 8 年）において、食品衛生管理を重点分野の

一つに定め、食品の安全性と品質の維持確保を通じタイ国民の健康の維持増進を図るため、我が

国に対し、プロジェクト方式の技術協力の実施を要請してきました。我が国はこの要請に応え、

平成 6 年 4 月から 5 年間の協力を行いました。

平成 10 年 8 月の終了時評価において、協力した各分野の技術レベルは食品の安全性の確保とい

う観点から、当初の計画どおり向上しつつあることが確認されました。一方で、本プロジェクト

活動の成果を第三国へ技術移転する可能性についてタイ側から自発的に提案されました。

このことは我が国にとっても当初予期した以上の成果であり、タイ側は食品医薬品局並びに医

科学局が中心となって、第三国における技術者を対象とした研修を実施するために、更なる GLP

（Good Laboratory Practice）の確立と強化が必要であるとし、本プロジェクトの延長を強く要請

してきました。

その結果、本プロジェクトの協力期間を 1 年延長し、更に協力を進めてまいりました。

このたび、国際協力事業団は、本プロジェクトの延長期間の活動とその成果について、評価を

行うとともに今後の教訓・提言を得るべく平成 11 年 12 月 8 日から 12 月 18 日まで麻布大学獣医

学部教授 丸山 務氏を団長として終了時評価調査団を派遣しました。

本報告書は、上記調査の結果を取りまとめたものです。

ここに今回の調査にあたり、ご協力を賜りました関係各位に対し、深甚なる謝意を表します。

　平成 12 年 1 月

国 際 協力事業団　　

理事　阿 部 英 樹　　
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第 1 章　終了時評価調査団の派遣

1 － 1　調査団派遣の経緯と目的　

タイにおける食品産業は、急速に拡大してきているが、食品の製造過程における安全性の確保、

品質管理については中小の製造業者を中心に必ずしも十分な知識を有しておらず、消費者の食品

の安全性に対する意識も十分ではなかった。第 7 次国家保健開発計画（1992 ～ 1996 年）において

も、保健省では食品衛生管理は重点分野であり、タイ政府は食品の安全性と品質の維持確保を通

じ、タイ国民の健康の維持増進を図るべく、我が国に対し、プロジェクト方式技術協力の実施を

要請してきた。

1992 年 12 月に事前調査、1993 年 2 月に長期調査を実施、さらに1993 年 3 月の実施協議調査を

経て、1996 年 4 月から 3 年間の予定で協力を開始した。

主要な活動は、1）医科学局における食品分析技術の向上　2）食品医薬品局における人材養成及

び教育課程・教材開発の強化　3）食品医薬品局による中小規模食品の品質管理・安全性確保に関

する知識及び技術の移転の促進、であった。

本プロジェクトでは、1996 年 9 月の巡回指導調査の機会にワークショップを開催し、PCM（プ

ロジェクト・サイクル・マネージメント）手法を導入した。

1998 年 8 月の終了時評価において、各分野の技術レベルは、タイ自体での食品の安全性の確保

という観点からは当初計画どおり向上してきていることが確認された。

同時に、本プロジェクト活動のもう一つの成果として、タイが本分野の第三国への技術移転の

主体となり得る可能性についてタイ側から自発的に提案されたが、このことは我が国にとっても

当初予期した以上の成果であった。タイ側は食品医薬品局並びに医科学局が中心となって第三国

研修を実施できるようになるために、更なるGLP の確立と強化が必要であることから本プロジェ

クトの延長を強く要請してきた。

その結果、GLP の確立と強化に着目して、専門家派遣、研修員受入れ、機材供与などの協力を

更に 1 年間継続すれば、第三国研修による周辺国への普及が期待できるとして本プロジェクトの

協力期間を 1 年延長した。

本プロジェクトの協力期間は 2000 年 3 月に終了するが、これまでの協力による技術移転状況を

評価し、協力終了後の対応方針について提言を行うべく、このたび終了時評価を実施した。
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1 － 2 調査団の構成

氏　　名 担当業務 所　　　　　属

丸 山 　 務 �

南 　 俊 作 �

山 田 史 子 �

小 林 　 茂 �

団長・総括

副団長・食品衛生

協力計画

プロジェクト計画�

麻布大学獣医学部教授�

厚生省 生活衛生局 食品保健課 輸入食品企画指導官�

国際協力事業団 医療協力部 医療協力第一課�

システム科学コンサルタンツ（株） 水産・環境部�
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1 － 3 調査日程（1999 年 12 月 8 日～ 12 月 18 日）　

日順 月日（曜日）� 調 　 査 　 行 　 程 �

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12月  8日（水）

9日（木）

10日（金）

11日（土）

12日（日）

13日（月）

14日（火）

15日（水）

16日（木）

17日（金）

18日（土）

15：30 バンコク着（TG641）
山田・小林団員

9：00～16：00 TCNCセミナー

終日 ワークショップの準備

終日 ワークショップの準備

15：55 バンコク着（TG641）
丸山団長・南団員

10：30 Dr. Parmanen Secretary表敬
11：30 Dr. Pakudee, DG of  DMSc表敬
14：00 DTEC表敬
16：00 JICAタイ事務所にて打合せ

9：00～10：20 DMScにて意見交換
10：30～12：20 FDAにて意見交換

Dr. Narong,  SG of  FDA表敬
12：00～13：00 FDA主催の昼食会
13：00～17：00 ワークショップ

9：00～12：00 ワークショップ
13：00～17：00 合同評価報告書・ミニッツについて協議

10：00～12：00 合同評価報告書・ミニッツ署名・交換
12：00～13：00 調査団及びプロジェクト機関主催の昼食会

MOPHに報告
DTEC及びJICAタイ事務所に報告

19：00 DMSc主催の夕食会

23：40 東京へ（TG640）
山田団員

11：20 東京へ（TG640）
丸山団長・南団員・小林団員
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1 － 4 主要面談者

（1）タイ側

DTEC

Banchong Amornchewin Chief of Japan Sub-Division

保健省

Sutcharit Sriprandh M.D., M.P.H., D.P.T.H. Permanent Secretary

医科学局

Dr. Pakudee Director-General

Chakradham Dharmasakti M.D. Deputy Director-General

食品医薬品局

Dr. Narong Chayakul Secretary-General

Dr. Siriwat Tiptaradol Deputy Secretary-General

　〈広域技術協力参加国〉

カンボディア

Pau Ann Sivutha Chief of Food Safety Office, Dept.  of

Drugs and Food

ラオス

Dr. Siviengxai Chittavong Deputy Director of FDQCC

Mr. Bounlonh Ketsouvannasane Chief of Food Control Division, F ＆ D

Dept., MOH

（2）日本側

在タイ日本国大使館

岩井　勝弘 二等書記官

JICA タイ事務所

岩口　健二 所長

梅崎　　裕 次長

鷲見　佳高 次長

笛吹　　弦 所員
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1 － 5　終了時評価の方法

本評価調査は、1994 年 4 月から 1999 年 3 月までの協力期間を対象に、プロジェクト・サイク

ル・マネージメント（PCM）手法に基づき実施した。

評価は、（1）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に基づいた評価をデザインする、

（2） プロジェクトの実績を中心とした必要情報を収集する、（3）評価 5 項目（「効率性」「目標達成

度」「インパクト」「妥当性」「自立発展性」からなる）からの収集データを分析する、（4）分析結果

から提言を導き出し報告する、という流れからなる。

（1） 評価のデザイン

評価デザインの作成に先立ち、1998 年 10 月に実施された「食品衛生強化プロジェクト

（1994 年 4 月～ 1999 年 3 月）終了時評価報告書」、本案件の延長にかかる討議議事録（R ／

D）、その他プロジェクトの関係書類、報告書などに基づき、評価用 PDM を作成した。指標

に関しては、JICA 専門家に延長の背景と目標を確認し、できる限り数値として評価できるも

のを選択した。また、作成された評価用 PDM に基づき、調査項目案（評価グリッド）を策定

した。

この評価用 PDM 及び PDM に基づく調査項目案は、プロジェクト評価担当団員がタイに到

着後、タイ側関係者と協議し、その内容を確定した。表 1 － 1 に評価用 PDM を記す。

（2） 情報収集

上記の評価デザインに従って PDM 記載事項の実績データを中心に情報を収集した。使用

した主な情報は以下のとおり。

1）前回の終了時評価報告書、R ／D、暫定実施計画（TSI）などのプロジェクト計画文書

2）日本人専門家報告書

3）DMSc（保健省医科学局）及び FDA（保健省食品医薬品局）による自己評価報告書（本

終了時評価のためにタイ側で作成）

4）日本人専門家からの聞き取り調査

5）タイ側カウンターパートからの聞き取り調査

6）日本側及びタイ側の投入に関する記録

（3） 情報の分析

タイ側の自己評価結果とそれに対する日本人専門家の意見、並びに収集資料の分析結果に

基づき日本側評価団で評価項目（案）を作成した。また、これに基づき、評価 5 項目に沿っ

た評価（案）を作成した。
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評価項目（案）はワークショップでタイ側関係者に説明され、調査項目ごとのデータの修正・

追加、評価の見直しが行われた。この結果に基づき、タイ側との協議を通じて終了時評価結

果を確定した。これにより、本プロジェクトの内容と実績について専門家、カウンターパー

トをはじめとする関係者が認識を共有し、協力期間中、及び協力終了後の活動方針が明確に

なった。

（4） 結論及び報告

最後に、評価調査から得られる提言と本プロジェクトに係る今後の協力の展望について、

プロジェクトチーム及びタイ側関係者と協議した。それらの結果を英文ミニッツ、合同評

価報告書に取りまとめ、署名・交換した。
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第 2 章　総括

2 － 1　団長総括

プロジェクト終了時評価調査団は期間中、計画どおりの業務をすべて遂行し 1999 年 12 月 16 日

開催された Joint Coordinating Committee Meeting で合意された評価に基づき、同日、タイ保健

省医科学局において JICA タイ事務所同席の下で、合同評価報告書及びミニッツの署名を完了した。

今回の主要調査項目である第三国研修への取り組みとDMSc におけるGLP 導入についての詳細

は資料（p.85 ～ 86）のとおりであるが、別に所感として下記に述べる。

（1） 第三国研修への取り組み

最近、タイの行政サイドにおける食品衛生に対する関心は極めて高く、その向上実績は、

保健省を中心に目覚ましいものがある。特に本プロジェクトが 6 年間に果たしたインパクト

は極めて大きい。現在、タイ保健省はこの 6 年間の活動実績に自信を深めており、諸般の周

辺事情から第三国研修にはことのほか積極的である。本プロジェクトの延長期間中には、既

に周辺国への働きかけ、研修会を企画するなど当初の予定より活発な活動を行っている。こ

のような状況からまた、おそらくタイと周辺国との食品衛生レベルの格差から考えれば、現

在タイ側の DMSc と FDA は十分でないにしても第三国研修を行う能力は備えていると判断

できる。

（2） DMSc におけるGLP 導入状況

期間中かなりの努力の跡がうかがわれ、当初の予定を上回る達成度と判断される。しかし

ながら、DMSc 内部でもGLP の本質を理解できている職員はごく一部で、今後職員の教育と

その定着普及が緊急の課題である。また、内部監査、外部監査のシステムをどのように構築

していくかが今後の問題である。

新築のDMSc への移転はすべて完了し、滞りなく業務が再開されている。食品衛生に関す

る国立の中央検査機関として、現在のところスペースは十分である。

延長の 1 年を含めた 6 年間の本プロジェクトの活動に対しては、直接のカウンターパート

である DMSc 及び PDA だけでなく、保健省官房及びDTEC からも高い評価が得られた。
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2 － 2　所　　感

（1） バンコク市内の変化

タイは 3 年前の通貨混乱による経済不況からいまだ抜け出せない状況と聞いた。しかし、

プロジェクト開始当時と比べると高層ビルは倍増し、高速道路の新交通システムの開通によ

り市内及び郊外への交通アクセスは格段に改善されるなど、都市の近代化は着実に進んでき

ているように思えた。

食品関係施設に目を向けると、ヤワラートの食品市場では、相変わらず店先に食品を並べ

ただけで温度管理、塵埃防止などの対策はほとんどとられておらず、大通りの夕刻、歩道を

埋め尽くす屋台の衛生状態に、特段の変化は見受けられなかった。しかし、中心部には小ぎ

れいな飲食施設が増え、またセブンイレブン、am pm などのコンビニエンスストアを随所に

見かけた。デパートの食品売場には、カットされ包装された野菜、肉、果物など生鮮食品を

並べる冷蔵ケースが増え、また、加工食品に対する日付表示も浸透しているように思えた。

さらに、当時は食堂でのマナーとさえ思えた食前の食器拭きを一度もしなかったこと、また、

屋台の食器の洗浄が 3 つのバケツを使って行われていたことなど、いくつかに街の食品衛生

の進歩を感じさせるものを見た。

（2） 食品衛生行政についての変化

タイにおける食品衛生行政の緊急課題のひとつは、製造、流通、販売される食品が法規に

適合したものであるか否かの検証能力を大幅に強化することである。

FDA においては、食品製造業者に対する監視・指導や流通食品の食品安全性確保対策を、

従来の製造許可を与える際にのみ行ういわゆる pre-market inspection から、既に製造、流

通している食品に対する日常的な監視・指導や検査に切り替えることとし、プロジェクトを

開始して以来、組織再編による専任の食品衛生監視員の育成・配置、自前の検査施設の設置

などの体制整備を進めている。

一方、DMSc においても、農薬、添加物などの検査需要の増大に対応するため、プロジェ

クトによる試験検査技術の高度化を図るとともに、FDA 等が食品製造業者などの指導に用

いる微生物等の簡易検査キットを大量に製造、供給するなど、試験検査の面から検証能力の

強化に貢献している。

また、タイにおいては、保健省のほか内務省（飲食店の衛生指導、屠畜検査等）、農業・協

同組合省（輸出農畜産品の検査、農家の指導等）のプレーヤーが依然として、大きな存在で

あり、政府としての施策の統一性を図るうえで、大きな障害となっている。しかし、消費者

意識の高まり、輸出業界の危機感などを受け、FDA を中心とした関係省庁の食品安全連絡会

議が定期的に開催されるなど、徐々にではあるが政府レベルでの施策の合理化、強化の試み
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がなされつつある。

（3） 今後の課題

食品衛生行政を更に推進するためには、プロジェクトを通じて増幅した前述の変化を確か

なものとするとともに、次の課題に早急に取り組む必要があると思われる。

・食品衛生監視員が行う食品営業施設への立ち入り調査、処分、指導権限の強化。（FDA）

・食品事故発生時における、医師による報告、政府機関による原因究明調査、調査結果の分

析、それを基にした食品規格基準の作成など、いわゆるフィードバックシステムの構築。

（保健省、内務省）

（4） その他

我が国は年間約 90 万トンの食品をタイから輸入しており、これらの安全性の確保は重要

な課題となっている。また、近年は、WTO、CODEX など国際的フォーラムにおいて、各国

の食品基準の平準化、基準の相互承認などが議論されている。これらの場において、タイは

インドなどとともに発展途上国を代表する国として大きな影響力を持っており、我が国とし

ては、今後ともタイの食品関係省庁と有効な関係を保っていくことが必要である。これらの

ことを考慮すると今後、第三国研修及び補完支援する専門家派遣による技術協力を継続する

ことが、我が国にとっても利益になることと思われる。
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第 3 章　プロジェクトの延長計画

3 － 1　相手国の延長要請と我が国の対応

タイ政府は、国家保健開発計画において、消費者保護を優先政策としており、保健省ではその

なかでも特に食品衛生管理に重点を置いている。本プロジェクトは、食品の安全性と品質の向上

及び確保を通じてタイ国民の健康増進を図るべく、1994 年 4 月 1 日より 5 年間の技術協力が開始

されたものである。

プロジェクトは成功裏に進み、1998 年 8 月に本プロジェクトの終了時評価調査では当初のプロ

ジェクト目標をほぼ達成したとの判断が下された。この際、タイ側よりプロジェクト成果を周辺

諸国へ技術移転できるレベルまで高めていきたいという要望が表明された。

これに対し我が国は、近い将来、タイにおいて食品衛生分野の第三国研修の開催を実現すべく、

必要な協力を続けることは有意義であり、食品医薬品局（FDA）並びに医科学局（DMSc）が第三

国研修を実施できるようになるためには、更なるGLP の確立と強化が必要であると判断した。

3 － 2　延長の経緯と目的及び当初に設定された目標

上記の判断に基づき、タイ側との協議を通じ、1 年間のプロジェクトの延長が確定し、1999 年

3 月 31 日にプロジェクト延長に係る R ／ D が署名交換された。

R ／ D に記されたプロジェクト目標は「タイ国内で生産・流通する食品の安全性と衛生を保証

する」ことである。また、このプロジェクト目標を達成するために実現すべき成果として、1）医

科学局の食品ラボ技術（food laboratory technology）及びGLP の改善を通じた食品の品質保証の

強化、2）食品医薬品局の業務としての食品衛生及び安全管理プログラムの強化、の 2 つがあげら

れている。

3 － 3　延長期間の活動計画

上記の目標を達成するために、マスタープランに記された活動は以下の 3 項目からなる。

3 － 3 － 1　食品研究技術の強化

下記分野における分析技術の開発と研究員の訓練を通じた食品ラボ技術（food laboratory

technology）の機能強化を行う。

（1）食品微生物分析

（2）カビ毒分析

（3）食品添加物分析
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（4）重金属分析

（5）機材管理

（6）検査施設管理

（7） GLP 指導

（8）水産衛生

3 － 3 － 2　食品医薬品局の機能強化

下記分野における研修の実施、及び研修モジュール・教材の開発による食品医薬品局の人材

強化を行う。

（1）食品品質管理システム（HACCP）

（2）監視指導

3 － 3 － 3　第三国研修も視野に入れた技術移転の実施

集団教育プログラムやマスメディアプログラム、中堅技術者研修プログラムを通じて、政府

職員、民間企業及び地方の人々に食品品質管理・食品衛生に係る知識と技術を移転する。

また、広域技術協力活動の一環として、近隣国への技術移転も実施する。

3 － 4　延長期間の投入計画

プロジェクトの延長にあたり、日本側・タイ側それぞれに以下の投入が計画された。

3 － 4 － 1　日本側の投入計画

（1）  専門家派遣

1999 年 4 月 1 日から 2000 年 3 月 31 日までに、長期専門家 3 名、短期専門家 10 名を派

遣する。

【長期専門家】

①　チーフアドバイザー 1 名

②　調整員 1 名

③　食品衛生行政 1 名

【短期専門家】

①　食品微生物分析 1 名

②　カビ毒分析 1 名

③　食品添加物分析 1 名

④　重金属分析 1 名
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⑤　機材管理 1 名

⑥　検査施設管理 1 名

⑦　GLP 指導 1 名

⑧　水産衛生 1 名

⑨　監視指導 1 名

⑩　食品品質管理システム（HACCP） 1 名

（2）  機材供与

日本側から投入される機材は、供与機材と専門家の携行機材に大別される。それぞれの

計画額は以下のとおりである。

　供与機材 2000 万円

　携行機材 500 万円

（3）研修員受入れ

食品医薬品局及び医科学局から以下の 2 名の研修員を受け入れる。

【食品医薬品局】

食品衛生行政 2 カ月

【医科学局】

食品微生物に係る GLP 6 カ月

（4）ローカルコスト負担

延長期間中のローカルコスト負担計画は以下のとおりである。

予算科目 年度当初計画

合　計 2456.3万円

1．一般現地業務費
2．中堅技術者養成対策費
3．啓蒙普及活動費
4．草の根展開支援費
5．広域技術協力推進費
6．視聴覚等教材整備費

672.2万円
224.0万円
376.4万円
186.7万円
631.4万円
365.6万円
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3 － 1 － 2　タイ側の投入計画

（1）カウンターパート／その他の要員

以下の要員をプロジェクトに配置する。

1） Director － General, Department of Medical Sciences （DMSc）

2） Secretary － General, Food and Drug Administration （FDA）

3） Deputy Director －General, DMSc

4） Deputy Secretary － General, FDA

5） Principal Scientist on Food, DMSc

6） Senior Expert on Food, FDA

7） Counterpart personnel in the following fields；

①　Laboratory technology

②　Food sanitation administration

③　Other mutually agree upon as necessary

8） Administrative personnel；

①　Secretaries

②　Clerks

③　Typists

④　Drivers

⑤　Other supporting staff mutually agreed upon as necessary

（2）施設・設備

プロジェクトの延長にあたり、タイ側は以下の施設・設備を投入する。

1）プロジェクトの実施に十分なスペース

2）医科学局に配属されるラボ技術（laboratory technology）、他分野の日本人専門家の

事務室、及びその他の必要な設備

3）食品医薬品局に配属される食品衛生行政、他分野の日本人専門家の事務室、及びその

他の必要な設備

4）電気・ガス・上水道設備・家具などのプロジェクト活動に必要な設備

3 － 5　計画変更の事項と内容

すべて計画どおりに実施されており、また当初の予定より時期が遅れたものについても、終了

までに実施される予定である。
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3 － 6　相手側実施機関

保健省医科学局（Department of Medical Sciences：DMSc）及び食品医薬品局（Food and Drug

Administration：FDA）。

3 － 7　実施にあたり留意すべきと考えられた事項

本プロジェクトの延長の目的は、食品医薬品局並びに医科学局への更なるGLP の確立・強化を

通じて、両局が第三国研修の主催国たり得る能力を育成することである。1998 年 8 月に実施され

た終了時評価調査報告書では、本プロジェクトを延長する場合には、その上位目標を「実施機関

の技術レベルを第三国研修が実施可能なものにする」として PDM を再設定することが必要な旨が

述べられている。

また、当該終了時評価調査で、タイ側と作成した合同評価報告書では、教訓として以下の点が

あげられている。

（1）食品衛生の実現には分析機関と行政機関の緊密な連携が必要である。したがって、適正な

両機関間の調整メカニズムを確立する必要がある。

（2）PCM 手法はプロジェクト・サイクルの初期段階で導入されるべきである。
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弟 4 章　プロジェクトの実績

4 － 1　投入実績

日本側・タイ側の投入実績を以下に示す。詳細な投入実績データは「合同評価報告書」〔ANNEX

（F）（p.52）〕のとおりである。

4 － 1 － 1　日本側の投入

（1）専門家派遣

1999 年 12 月までに長期専門家3 名、短期専門家6 名を派遣した。また、今後、プロジェ

クト終了時までに短期専門家 4 名を派遣する予定である。

なお、短期専門家のうち、当初の要請にあった「食品品質管理システム（HACCP）」は、

その後のタイ側からの要請変更希望に基づき、「遺伝子組換え食品（GMO）」に変更された。

【長期専門家】

①　チーフアドバイザー 1999 年　　5 月 11 日～ 2000 年 3 月 31 日

②　調整員 1997 年　　8 月 14 日～ 2000 年 3 月 31 日

③　食品衛生行政 1997 年　　8 月 17 日～ 2000 年 3 月 31 日

【短期専門家】

①　遺伝子組換え食品（GOM） 1997 年　　7 月 24 日～　8 月　4 日

②　食品添加物分析 1999 年　　7 月 27 日～　8 月 24 日

③　GLP 1999 年　　8 月　1 日～　8 月 13 日

④　カビ毒分析 1999 年　10 月 14 日～ 11 月　5 日

⑤　食品微生物分析 1999 年　10 月18 日～11 月 12 日

⑥　重金属分析 1999 年　11 月16 日～12 月 14 日

⑦　機器管理 * 2000 年　　1 月 11 日～　2 月　9 日

⑧　検査施設管理 * 1999 年　　1 月 18 日～　2 月 15 日

⑨　水産衛生 *

⑩　監視指導 *

（注）＊：2000 年 2 月 20 日～ 3 月 3 日（予定）

2000 年 2 月 27 日～ 3 月 4 日（予定）

（2）機材供与

1999 年 12 月までに本プロジェクトの活動に使用するために、日本側が購入した機材は、
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4 － 1 － 2　タイ側の投入

（1）要員配置

医科学局より20 名、食品医薬品局より63 名の計83 名のカウンターパートが配置された。

このほか、秘書・ドライバーなどの職員が配置された。

（2）施設・設備

ノンタブリに位置する医科学局及び食品医薬品局内にプロジェクト事務所を提供した。

（3）運営コスト

総額 540 万バーツ（うち食品医薬品局 443 万バーツ、医科学局 97 万バーツ）が支払われ

た。

4 － 2　活動実績

「3 － 3　延長期間の活動計画」に記された活動は、GLP の強化に関し、医科学局を対象に行政

分野の強化に関しては食品医薬品局を対象に行われた。

（1）医科学局

終了時評価時点までに 4 名の短期専門家により以下の分野の講義・技術移転が行われた。

1）　検査施設管理

・ガスクロマトグラフィーによる食品中の Sorbitol、Mannitol、Xylitol の分析

・高速液クロマトグラフィーによる食品中の Stevioside と Rebaudioside A の分法

・農薬に関する簡易分析

・食品分析へのGLP の導入

2）　GLP

・日本におけるGLP 及び品質保証

・医科学局の分析施設に対する GLP 及び分析結果の品質保証に対する提言

3）　カビ毒分析

・食品の Patulin 分析

・牛乳中のAfratoxin M1 の分析

・カビ毒及び全臭素の分析

4）　食品微生物分析

・E. coli O157、C. perfringens の毒性遺伝子の発見のための PCR 手法

・E. coli O157 の毒性タンパクを発見するためのWestern blot 及びWet blot 手法
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（注）重金属分析に関しては、終了時評価調査中に短期専門家の派遣期間が終了したために、

活動・評価等に関する詳細な情報が得られなかった。

（2） 食品医薬品局

食品行政管理担当の長期専門家の指導の下、当初 5 か年間の技術協力で導入された活動の

強化が行われた。主な活動は以下のとおりである。

1）　人材育成

・中堅技術者育成として、弱酸性缶詰食品の食品衛生検査員の研修（参加者：45 名）

・食品衛生行政の研修の一環としてGMO 食品研修

・FDA 及び地方職員を対象としたHACCP の研修

2）　管理構造・体制の確立

・関連機関の活動の重複を最小化し、タイの食品衛生を効率的に促進するための制度的

枠組みとしてのNational Food Safety Scheme の設立

・牛乳及びアイスクリーム工場用のモジュール（チェックシート）の開発

3）　消費者の啓蒙

・食品衛生にかかわるビデオ・教材の作成と配布

・地方における食品衛生キャンペーンの実施

（3） 広域技術協力推進活動

医科学局及び食品医薬品局による近隣国への食品衛生強化に係る研修機能を、更に強める

ため、ラオス、カンボディア、ミャンマーの食品衛生状況調査を実施した。また、これら対

象国の食品衛生行政の関係各機関を招き、タイによる近隣国への食品衛生強化活動の方向性

を探るための会議が実施された。

4 － 3　目標達成度

マスタープランに記された本プロジェクト目標は、「タイ国内で生産・流通する食品の安全と衛

生の確保」である。当該目標を達成するためには、5 年間のプロジェクト方式技術協力で整備され

た医科学局及び食品医薬品局の機能の更なる強化に加え、タイの食品流通圏内にあたる近隣国の

食品衛生も向上させる必要がある。

本プロジェクトでは、タイが将来的に近隣国の食品衛生を指導するリーダー的な立場となり得

るレベルまで、医科学局及び食品医薬品局の技術を向上させることを目標としている。

過去1 年間にタイ国内の民間食品加工場でHACCP やGMP、PCS を取得したものは、47 企業に

昇り、更に 42 企業が申請中である。また、第三国研修に関しても、タイ側主催による会議が開催
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され、ラオス、カンボディアからの参加者を含めたワークショップが行われた。その結果、タイ

が両国の食品衛生の改善に対し、支援を行うことが確認された。

以上により、タイ国内で生産される食品の安全性・衛生度は、HACCP や GMO、PCS の取得工

場の増加に伴い向上していると判断される。また、第三国研修の方向性もタイとラオス、カンボ

ディア間で協議され、一定の成果を収め、プロジェクト目標は達成されたものと判断される。

GLP の導入には、我が国においても一般的に 2 年以上を要するとされている。本プロジェクト

の対象となっているラボでは、1 年間の協力期間で可能な規模・レベルのGLP 導入が遂行され、プ

ロジェクト目標はほぼ達成されたものの、GLP の完全な導入に関しては、今後タイ側による自助

努力が必要である。
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第 5 章　プロジェクトの評価

5 － 1　 効率性

効率性とは、プロジェクトの実施過程における生産性のことであり、投入がどれだけ成果に転

換されたかを検討する。具体的な評価項目としては、成果の達成度及びそれに対する投入の手段、

方法、時期・期間、費用の適切度を検討する。

（1） 成果の達成状況

本プロジェクトの成果は「医科学局の食品ラボ技術及びGLP の改善を通じた食品の品質保

証の強化」と「食品医薬品局の業務としての食品衛生及び安全管理プログラムの強化」の 2 つ

である。それぞれの成果は下記のとおり、延長期間の 1 年で達成されたものとして満足でき

るレベルに達している。

1） 医科学局の食品ラボ技術及び GLP の改善を通じた食品の品質保証の強化

当該成果の達成のために、各分野の短期専門家による技術移転及びラボへのGLP の導入

が行われた。その結果、GLP の導入に必要なマニュアル・素材類が作成され、医科学局の

155 ラボのうち 84 ラボにGLP を導入中である。また、残りの 71 ラボもGLP の導入を申請

中である。

GLP の導入による、よりミスの少ない分析体制の整備は、食品の品質保証の強化につな

がるが、本プロジェクトではいずれのラボでもGLP は導入過程にある。しかし、先述のと

おりGLP の導入には 2 年以上を要するため、1 年という本プロジェクトの期間を考慮すれ

ば、本プロジェクトにて実現可能なレベルでのGLP の導入は、十分な成果を収めたものと

考えられる。

GLP の導入過程にある 84 のラボについては、今後もGLP 確立のためのタイ側による継

続的な努力が期待される。

なお、いくつかの分野に関し、短期専門家の派遣期間が短く、十分な技術移転が行われ

なかったとのコメントが医科学局から寄せられた。これはタイ側による第三国への技術移

転を可能にするレベル達成の観点から、関係機関の努力により我が国でもハイレベルのシ

ニアクラスの専門家を確保、派遣したため、これらの専門家が長期間国内業務を離れるこ

とが困難なことから発生したことであるが、後述するとおり、今後あらかじめタイ側に事

情などを説明し、理解を求めておいたほうがよいと思われる。
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2） 食品医薬品局の業務としての食品衛生及び安全管理プログラムの強化

1994 年に本プロジェクトが開始されて以来、食品医薬品局は食品フェスティバルなどの

キャンペーンを展開してきたが、その回数は 1 ～ 2 回／年程度であった。

本延長期間中に 4 回のキャンペーン（食品医薬品局 2 回、医科学局 2 回）が開催されてお

り、2 万 8000 人が参加している。また、食品医薬品局は1999 年 10 月～ 2000 年 9 月にかけ

てのキャンペーン活動を 26 県に拡大し、さらに、マスエデュケーションプログラムとして

4 県 220 校を対象とした活動を行う計画であり、予算も確保済みである。

また、タイの食品流通圏にある近隣国の食品衛生・品質管理に係る現状を調査するとと

もに、1999 年 12 月 7 ～ 9 日に（当初予定されていた3 か国のうち、政治状況によりペンディ

ングとなっているミャンマーを除く）ラオス、カンボディアの関連省庁の職員をタイに招

き、広域技術協力に係る会議を開催している。この会議で、タイが対象国の食品衛生の技

術レベルの向上を支援する旨が合意された。

以上のとおり、近隣国への技術協力体制の整備も含め、食品医薬品局の食品衛生及び安

全管理プログラムは十分に強化されており、予算面も含めた今後の活動計画も策定されて

いる。上記にかんがみ、十分に当初の目標は達成されていると判断される。

（2） 投入の妥当性

「3 － 4　延長期間の投入計画」に記した投入がほぼ、計画どおりに行われた。投入の種類、

タイミング、質及び量に関する成果は、おおむね十分なものであった。投入カテゴリーごと

の妥当性は以下のとおりである。

1） 専門家派遣の妥当性（長期 3 名、短期 10 名）

専門家の派遣計画及び派遣実績は「合同評価報告書」〔ANNEX（E）（p.51）〕に記したとお

りである。当初計画のうち「食品品質管理システム」に関しては、タイ側からの要望により

GMO の専門家に切り替えられた。

延長期間において、短期専門家の派遣は当初の 5 年間と比べても順調に行われたといっ

てよい。成果の達成に必要な分野の専門家は、すべて派遣された。また、各専門家は、そ

れぞれの専門分野の技術移転にとどまらず、GLP の導入についても指導・助言を行ってお

り、各ラボの全体的な技術レベルの向上が図られた。

短期専門家の派遣に関しては、他のプロジェクトと同様、延長期間開始前に計画された

期間、時期などに変更はあったが、調整により特に支障はなかった。なお、既述のとおり、

タイ側から一部の短期専門家について、要請されている内容の技術指導を実施するにあた

り、派遣期間が短かった等のコメントがあったが、専門家の派遣元により 2 週間程度の派

遣も困難な場合が多く、今後も根本的に解決することはできないであろうと思われる。
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したがって、今後同種のプロジェクトを実施するにあたってはこれらの事情をあらかじめ

先方に十分伝え理解を得ておくこと、さらに、短期間でもより効果的な協力ができるように

可能な限り余裕をもって、指導科目別の具体的な活動計画を立てておくことが望まれる。

延長期間中に 2500 万円の機材供与が計画されたが、日本側の調達手続きの関係上、納入は

2000 年 1 月になる予定である。

これらの機材は、過去 5 年間の活動の強化を目的としたものであり、カウンターパートは

各機材の運用・維持管理の基礎的な技術を習得している。したがって、機材供与後プロジェ

クト終了までの期間に、これらの機材の操作自体について技術移転を行う必要は基本的には

ない。

プロジェクト方式技術協力の機材供与は、プロジェクトの活動に必要な機材の整備を目的

としているが、当該活動にタイ側からの要請書の取付や適正な見積書の入手に時間がかかる

ことが多く、また最適のタイミングに供与を行うことが難しい面もある。本件供与機材に関

しても年度の後半の納入されるため、プロジェクトとしての活動期間における活用は比較的

短期間となる。

しかしながら、延長期間の供与機材については、上記の結果を予想したうえで短期間での

技術移転が実施可能なアイテムを選定しており、プロジェクト活動終了後の有効活用につい

ても問題はないと考えられる。

2） 研修員受入れの妥当性

当初の計画では、1999 年 6 月より6 か月間（GLP ／医科学局）及び10 月より2 か月間（食

品衛生行政／食品医薬品局）研修員の受入れが予定されていた。

しかしながら、タイ政府内での手続きに時間がかかり 1999 年 7 月に入ってから要請書が

提出された。このため、国内関係先との調整（本分野については厚生省のみでなく自治体、

関係団体など多数の受入先との調整を必要とするため、他の分野に比べても時間を要する）

の結果、2000 年 1 月以降の受入れとなることについて、受入期間が 1 か月程度となること

を含め、タイ側も合意済みである。

上記 2 名の研修員受入れにより、タイの第三国への技術移転能力が更に強化されること

が期待される。

3） ローカルコスト負担の妥当性

中堅技術者養成対策費、啓蒙普及活動費、草の根展開支援費、広域技術協力推進費、視

聴覚等教材整備費として、約 1700 万円が日本側により負担された。タイはアジア経済危機

よりいまだ立ち直っておらず、これらのローカルコスト負担は効果的な活動推進のために

必要不可欠なものであった。特に広域技術協力推進費は、近隣国を対象とした第三国研修

を実施するための調査・会議を行うために有効に活用された。
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4） カウンターパート配置の妥当性

食品医薬品局 20 名、医科学局 63 名のカウンターパートに加え、管理部門、秘書及びド

ライバーが配置された。これらカウンターパートの人数、能力（学歴）はおおむね妥当で

あった。

5） 施設提供措置の妥当性

食品医薬品局、医科学局それぞれに十分なスペースを持ったプロジェクト事務所が設置

されている。また、医科学局が 1998 年にノンタブリに移転したため、食品医薬品局と医科

学局が同じ敷地内に位置することとなり、相互の緊密な連絡が可能となったことから妥当

であったと考えられる。

6） タイ側によるローカルコスト拠出の妥当性

食品医薬品局 443 万バーツ、医科学局 97 万バーツを拠出した。これらの予算はおおむね

スケジュールどおり拠出されており、特に問題は見られなかった。

5 － 2　目標達成度

（1） プロジェクト目標の達成度

プロジェクト目標は「タイ国内で生産・流通する食品の安全と衛生の確保」である。「4 －

3　目標達成度」に記したとおり、タイ国内の民間食品加工場のHACCP、GMP、PCS などの

資格の取得状況や第三国研修に向けての進捗状況より、プロジェクト目標の達成度は高いと

判断される。

ただし、医科学局のラボはGLP の導入過程にあり、1 年間の協力期間から適正規模・レベ

ルと判断されるプロジェクト目標はほぼ達成したものの、GLP の完全な導入に関しては今後

タイ側の継続的な努力により成し遂げられるものである。

（2） 成果の達成がプロジェクト目標につながった度合い

1） 成果 1「医科学局の食品ラボ技術及びGLP の改善を通じた食品の品質保証の強化」のプロ

ジェクト目標への貢献

医科学局の食品検査能力は本プロジェクトにより強化・改善されている。この結果、検査

対象となる食品加工場の意識も向上し、HACCP や GMP などの品質管理に係る資格を取得

するようになった。

また、これら医科学局の強化・改善された能力は、広域技術協力推進活動を通し、近隣国

の関係者に紹介され、近隣国の食品衛生・品質管理に係る意識を高めた。

2） 成果 2「食品医薬品局の業務としての食品衛生及び安全管理プログラムの強化」のプロジェ

クト目標への貢献
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食品医薬品局は、キャンペーンを通じて関連機関、民間食品加工工場や消費者の食品衛生

と品質管理に係る啓蒙活動を行った。これらの活動は、成果 1 とともに食品加工工場の

HACCP、GMP などの資格取得を促進した。

また、広域技術協力の一環として近隣国の食品衛生の現状を調査・確認し、今後のタイに

おける近隣国への技術支援の方向性を確認した。

（3）成果の達成がプロジェクト目標につながるのを阻害した要因

本プロジェクトは、5 年間の技術協力の成果を基に、食品医薬品局と医科学局が近隣国へ

食品衛生に係る技術支援を行えるだけの実力を、養成するために行われたものである。目的

が明確でかつ限定されていたため、成果の達成がプロジェクト目標につながるのを阻害した

要因はない。

5 － 3　インパクト

（1） 意図されていたインパクト

プロジェクトの成果が達成されたことにより、プロジェクト目標以外に得られたインパク

トは以下のとおりである。なお、マイナスのインパクトは特に確認されていない。

・上位目標である「食品衛生に係る健康保護プログラムの推進」の一環として、“National

Food Safety Scheme”の草案が作成された。

・タイ政府は、近隣国の食品衛生に係る第三国研修の要請書を日本側に提出した。

・“Consumer Protection Program”などのキャンペーン活動により、タイ国民の食品衛生

に係る意識が向上した。

（2） 意図されていなかったインパクト

12 月 13 日にノンタブリで開催されたフードフェスティバルがテレビニュースで放送され

た。これにより、食品医薬品局がキャンペーン対象として計画していた 26 県以外の県から

もキャンペーンの要請が出されている。

5 － 4　妥当性

（1） 上位目標の妥当性

タイ政府は“National Health Consumers Protection Plan”及び“National Food Safety

Scheme”において、食品衛生改善を課題の一つとしてあげている。また、食品衛生の向上を

目的としたプログラムの実施は、消費者であるタイ国民にとって、最も重要な問題である。

これらの観点より、「タイ国民を対象とした食品衛生に係る健康保護プログラムの推進」とい
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う上位目標の妥当性は高いと判断される。

（2） プロジェクトの妥当性

「タイ国内で生産・流通する食品の衛生と安全性の確保」は食品医薬品局と医科学局の職務

である。また、第 8 次国家開発計画にも、タイ政府は保健医療の諸問題の解決のため近隣国

への支援を行う旨が記されている。これより、「タイ国内で生産・流通する食品の衛生と安

全性の確保」というプロジェクト目標の妥当性は非常に高いと判断される。

（3） プロジェクト・デザインの妥当性

本プロジェクトでは、5 年間の協力期間の 3 年目（1997 年）にPCM 手法が導入され、PDM

が作成されている。延長時の活動に関しては当初プロジェクトの強化を行うという観点から

PDM を作成しなかったため、「目標」「成果」の指標が設定されておらず、また、R ／D に添

付された本プロジェクトのマスタープランの「目標」「成果」の記述があいまいであり、「タ

イ国内で生産・流通する食品の衛生と安全性が確保される」とは具体的にどのような状態を

示すのか、十分に示す必要があった。

今後は、プロジェクト開始時において、初期から PCM を導入することが望まれる。

5 － 5　自立発展性

（1） 組織・制度的側面

食品医薬品局と医科学局は、それぞれ食品衛生と安全管理に係る行政及び検査分野の責任

機関である。両局ともプロジェクト活動を継続するための組織体制は確立しており、また両

局間の協力態勢も整っている。また、“National Food Safety Scheme”の草案の作成に際し

ては、保健省の他局や農業組合省などの関連機関との共同作業を行うなど、他省庁との協力

体制も整っている。これらの状況より、組織・制度面から見た自立発展性は高いと判断され

る。

なお、前回の評価時にも言及されているとおり、両局とも活動内容に対し職員数が少ない

という問題を抱えているが、これらは途上国の政府機関に共通の問題点であり、個別のプロ

ジェクトで対策を講じる性質の問題ではない。当面は他プロジェクトにおいてもこのような

途上国の現状を踏まえ、そのなかで双方が努力していくことが最善の道と考えられる。

（2） 財政的側面

食品医薬品局は1999 ／2000 年度（1999 年10 月～2000 年9 月）の予算として5000 万バー

ツを計上しており、このなかには試験検査室及び移動監視車の運営・維持管理費約 200 万
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バーツと、26 県に拡大されたキャンペーンの予算 260 万バーツが含まれている。

また、医科学局の年間予算も1997 年度の 4300 万バーツから 1998 年度 2800 万バーツさら

に、1999 年度 2000 万バーツと減少を続けていたが、本年度は約4500 万バーツと、基のレベ

ルに戻っている。

これらの現状より、財政面から見た自立発展性は問題ないと判断される。

（3） 技術的側面

GLP を導入するために必要な技術は、カウンターパートに移転されている。訓練を受けた

カウンターパートは適切なポジションに配置されており、局内の他の職員への技術移転も、

オンザジョブ・トレーニング（OJT）及びセミナーを通じて行われている。

ただし、GLP に関しては導入の過程にあり、改善すべき課題が残されている状態にあり、

GLP の完全な導入に至るには、タイ側のより一層の自助努力が求められる。
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第 6 章　教訓及び提言等

6 － 1　計画策定について――PCMを用いた計画の策定

5 年間の協力活動に対する終了時評価において、PCM 手法の初期導入の必要性が述べられてい

た。しかしながら、先の終了時評価を完了してから延長まで、また延長後も延長の 1 年間につい

て PDM を作成する機会がなかったため、R ／ D に明確化された各項目に従い活動が進められた。

このため、結果として問題はなかったものの、評価の段階で指標に対する関係者間の意識に多少

の差が生じていた可能性はある。

プロジェクトのめざすところについて、共通認識を持ち、効率的な活動及び、これらの活動に

対する評価作業を行うためには、プロジェクト開始及び延長の初期段階からの PCM 手法の導入が

望ましい。

6 － 2 実施及び実施管理について

（1） プロジェクト期間を考慮した機材供与及び研修員受入れの実施

本プロジェクトは 2000 年 3 月で終了するが、供与機材は 2000 年 1 月に納入されることと

なっている。また、研修員受入れも 2000 年 1 月以降に実施される予定である。延長期間が

1 年間と短かったため、計画から実施までの時間も必然的に短かったこと、及びタイ側から

の要請書などの必要手続きに時間を要したことが理由としてあげられる。しかしながら、今

回はプロジェクト実施上特に問題はないものの、今後はプロジェクト期間を考慮に入れた機

材供与及び研修の実施と、そのためのタイ側の手続きの迅速化などによる協力を求め、双方

で短期間に実施が可能な環境を作りあげていくことが望まれる。

（2） 計画的な短期専門家の派遣

本プロジェクトでは 10 名の短期専門家が派遣されることとなっていたが、当初の計画と

は異なる時期に派遣された場合もある。これらは、専門家の国内業務やカウンターパート側

の都合など様々な理由によるが、業務に必要な携行機材の調達などの観点からも、日本側は

できる限り時間的な余裕をもって派遣手続きを進めることが必要であり、他方、タイ側もカ

ウンターパートとそれぞれの専門家のT ／R について、十分なすり合わせを早期に行うこと

が必要である。
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6 － 3　評価活動について

本プロジェクトでは、延長期間についての PDM が作成されていなかった。したがって、評価に

際し、事前にタイ側カウンターパートにより作成された評価報告書は 5 年間の協力にかかる PDM

に基づくものであった。

今後はプロジェクト開始及び延長の準備段階からの PCM 手法を導入することにより、更に適正

なプロジェクトの運営及び評価活動を図ることが可能と考えられる。

6 － 4　 終了時に残された課題について――第三国研修の実施

食品医薬品局及び医科学局は、今後、近隣国を対象とした第三国研修を実施する計画である。本

プロジェクトの広域技術協力推進費で実施された各国の調査結果では、ラオス、カンボディアも

食品衛生の改善が必要だという事実を認識し一歩を歩み出したばかりという感があるが、その意

欲は非常に高い。したがって、近隣国がこのような状況にあるなかで、タイが本プロジェクトの

延長により第三国に技術移転できるレベルに達したことは、これ以上望むべくもない南南協力の

タイミングといえよう。

日本側としても本第三国研修を前向きに検討・実現するとともに、その初期段階では継続派遣

予定の北村専門家による技術指導と併せ、第三国研修専門家の派遣などにより側面的な支援を行っ

ていくことが望まれる。





資　　　料

1　合同評価報告書及びミニッツ等

2　関係機関表敬時のコメント等（参考）

3　広域技術協力セミナー（第 1 回）ミニッツ

4　広域技術協力セミナー（第 1 回）カントリーレポート
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